
 

 

2024 年 ５月社長会見 

１.営業•輸送概況 

 

２.踏切安全対策の取り組みについて 

 

３. JR西日本グループの地球環境保護の取り組みの

進捗について      

 

４. 「JR西日本グループ カスタマーハラスメントに 

対する基本方針」の制定について 
 

詳細 

１.営業•輸送概況 

 

２０２４年 ５月２４日

 

【運輸取扱収入（速報値）】 

収入ですが、４月は前年比で１１１．２％、５月は２１日までの３週間分で１０６．９％です。 

次に、ご利用状況ですが、山陽新幹線は、４月が前年比で１０６％、５月が２１日までで９９％、近畿圏

は、４月が１０５％、５月が２１日までで１０５％です。 

新型コロナウイルスが感染症法上の「５類」に移行して、約１年が経過いたしました。ゴールデンウィーク

は、昨年に比べると、長期連休の取りにくい曜日配列ではありましたが、比較的多くの方にご利用いただいた

ということで、北陸新幹線 金沢～敦賀間開業の効果もあり、前年同様、多くのお客様にご利用いただいたとこ

ろです。 

引き続き、鉄道の安全安定輸送に努めまして、ご利用の拡大を図っていきたいと思っております。 

 



 

２．踏切安全対策の取り組みについて 

～画像認識を活用した特発音声支援装置の整備拡大～ 
当社では、「ＪＲ西日本グループ鉄道安全考動計画２０２７」に基づきまして、お客様が死傷される列車事

故、そういったものにつながる重大な事故防止に取り組んでいるところです。 

中でも、全国的な課題である踏切障害事故につきましては、踏切の廃止等、様々な対策を進めてきており、事

故件数は着実に減少しております。それでも年に１０件以上は発生しておりまして、更なる取り組みが必要であ

ると考えているところです。 

  

特に、重大な事象に繋がる可能性の高い、列車と自動車の衝突につきましては、障害物検知装置の整備を進め

ているところです。これは、異常があった際に、特殊信号発光機と申しまして、これを我々は社内では略して特

発と呼んでおりますが、その点滅で運転士に異常を知らせまして、運転士が列車を止める、そういった仕組みに

なりますが、気づくのが遅れてしまいますと、自動車と衝突してしまうという可能性もブレーキタイミングの関

係であるわけです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

そこで、確実に列車を止めるための「ＡＴＳを活用した特発ブレーキ支援装置」や、運転士がより確実に特殊

信号発光機の動作、点滅することに気付けるよう「無線を発報して音声で運転士に知らせる、特発音声支援装

置」の整備を進めてきておりますが、新たに、「カメラの画像認識を活用した特発音声支援装置」というものの

整備も拡大していくことにいたしました。 

これは、列車の先頭部に設置したカメラ映像から、特殊信号発光機の点滅を識別して検知をいたしまして、運

転士に音声で注意喚起をするシステムとなります。 

２０１９年度から試験を開始しておりまして、２０２３年度から岡山・福知山エリアで先行導入しておりまし

たが、良好な結果が得られましたので、整備を拡大していくことといたしました。 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後の整備につきましては、特に列車と衝突したときの被害が大きい大型車との衝突リスクを踏まえて進めて

まいります。 

まず、大型車の停滞頻度が特に高い踏切については、特発ブレーキ支援装置を整備してまいります。 

そして、列車の最高速度が高い線区など、一定の条件を満たす約８９０箇所の踏切に対しまして、特発音声支

援装置を、従来の無線発報方式と画像認識方式の二つの方式で整備してまいります。 

導入エリアにつきましては、エリアの踏切数や車両数を元に決定しまして、２０２７年度末までに、無線発 

報方式につきましては、対象踏切の約９割、画像認識方式は、対象車両の約６割に整備し、２０３２年度末まで

に約８９０箇所の対象踏切全てに整備してまいります。詳細はビジュアルに記載の通りです。 

引き続き、様々な技術を活用しながら、安全・安心な鉄道サービスを提供していきたいと思います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



３．ＪＲ西日本グループの地球環境保護の取り組みの進捗について 

 
私たちは、長期ビジョン、そして中期経営計画２０２５とともに策定いたしました、「ＪＲ西日本グループ環

境基本方針」に基づきまして、「地球温暖化防止・気候変動対策」「循環型社会構築への貢献」そして「自然と

の共生」の３つの分野を柱といたしまして、取り組みを進めているところです。 

なかでも、地球温暖化防止・気候変動対策の分野では、２０５０年のカーボンニュートラルに向けた長期目標

を掲げまして、グループ一丸でＣＯ２排出削減に努めているところです。 

本日は、昨年公表した環境目標の実現に向けた、主な取り組みの進捗状況についてご紹介をさせていただきた

いと思います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一つ目は、「地球温暖化防止・気候変動対策」についてです。カーボンニュートラルの実現に向け、再生可能

エネルギーの導入を進めているところであり、新幹線では２０２７年度までに全体の１０％以上の置き換えをめ

ざして、山陽・北陸新幹線ともに契約を進めてまいりました。本日公表しました山陽新幹線への追加導入も合わ

せまして、２０２７年度末までに新幹線の運転用電力の約１３％に上る再エネ導入を達成できる見通しが出てま

いりまして、当初目標より３％上回る目標感で進めることができる、ということになってまいりました。 

それから、大阪環状線・ゆめ咲線につきましては、２０２４年２月から１００％再エネ由来電力による運行を

開始しているところですが、当初の２０２７年度末の目標を４年前倒しで達成したところです。 

さらに、ＪＲ京都線・神戸線・宝塚線といった近畿エリアの主要路線にも再エネ電力の導入を拡大しており、

在来線運転用電力につきまして、再エネの導入が１１％に達する見通しです。 

 



次に、バイオディーゼル燃料の進捗についてご紹介します。 

２０２２・２３年度に実施した性能試験及び走行試験で良好な結果が得られましたので、今年度、２０２４年度

は岩徳線・山陽本線におきまして営業列車での長期走行試験を実施し、２０２５年度の実装をめざしてまいりま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当社グループ施設についても再エネ導入を進めております。大阪駅うめきたエリア地下駅・地上駅ビルのほ

か、大阪駅ノースゲート・サウスゲートビルディング、さらに７月開業のイノゲート大阪についても、使用する

電力を１００％再エネ由来電力にすることにしています。これにより、大阪駅エリアにある当社グループ施設の

再エネ化が大幅に拡大することになります。 

また、我が国のカーボンニュートラルに資する、旅客輸送のモーダルシフトにつきまして、昨年下期から、Ｊ

Ｒグループと日本民営鉄道協会様と共同で鉄道の環境優位性の理解促進の取り組みを開始しております。鉄道業

界横断の取り組みに加え、ＣＯ２フリーの出張サービスなどさまざまな環境価値の提供を進めてまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



次に、「循環型社会の構築」と「自然との共生」に関してのご紹介です。 

脱プラスチックの取り組みとして、２０２５年度までに、当社グループのホテルのプラスチック製アメニティ

類の環境配慮素材への１００％の置き換え、客室提供飲料水のペットボトルゼロの目標を掲げておりましたが、

２０２３年度末をもって、２年前倒しで完了いたしております。環境配慮素材につきましては、当社グループホ

テルで使用した食用油由来のリサイクル素材を用いるなど、循環型の事業活動にも取り組みを進めているところ

です。 

また自然との共生の取り組みといたしまして、当社エリアの旧鉄道林におきまして、水源の充実、土砂災害防

止、生物多様性の確保やＣＯ２吸収といった森林が持つ多様な機能を効果的に発揮させることをめざしまして、

島根県におきまして森林再生の実証実験を開始いたします。具体的には、ご覧いただいているビジュアルにも記

載させていただいています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境に関する最後ですが、長期ビジョン実現に向けた、地域・事業者との連携した取り組みについてご紹介さ

せていただきます。 

地域と連携した水素利活用としまして、既に公表しております姫路地区に加えまして、倉敷市水島地区から津

山市にわたる岡山地区、そして山口・周南地区において、総合水素ステーションの設置による各種モビリティへ

の水素の供給、貨物による水素輸送などの実現可能性の調査を実施いたします。 

岡山地区につきましては、ＥＮＥＯＳ様、ＪＲ貨物様と連携して調査を実施し、山口・周南地区について 

は、２０２４年４月、「第２次周南市水素利活用計画」が公表されておりまして、当社の水素利活用計画も反映

されているところです。 

 

続いて、三菱電機様、そしてトヨタ自動車様と連携しまして、水素燃料電池車両の開発を進めることになりま

したので、これもご紹介させていただきます。 

燃料電池システムや水素貯蔵システムは、汎用性の高いものを採用いたしまして、国内外の標準化を想定した

仕様とすることを検討してまいります。 

さらに、モーターの主回路システムは、燃料電池車両と同様に非電化区間への導入を対象とした電気式気動車 

と共通化を図り、車両更新時等に燃料電池化が可能な構成で検討してまいります。 

今年度から仕様の検討を開始しまして、２０３０年代の早い時期に営業運転をめざしてまいります。 

これからも、グループ一体で地球環境保護の取り組みを推進することを通じまして、長期ビジョンに掲げて 

おります「持続可能な社会」の実現に寄与ができますよう、未来を動かしてまいります。 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４. 「ＪＲ西日本グループ カスタマーハラスメントに対する基本方針」の制定について 
 

ＪＲ西日本グループでは、「私たちの志」を掲げまして、安全・安心で、信頼できる、お客様一人ひとりに寄

り添ったサービスの提供をしていこうとに努めているところです。また、サステナビリティ経営の実現に向けま

して、事業活動における全てのステークホルダーに対する人権尊重の取り組みを推進しているところです。 

その一つとしまして、弊社グループで働く従業員の人権が守られ、心身ともに健康で安心して働ける環境が整

えられることも重要であると強く認識をしているところです。このことは先日発表させていただきました中期経

営計画のアップデートでも触れているところです。 

 

こうした中、お客様による悪質な言動や要求などの「カスタマーハラスメント」につきましては、社会全体で

大きな問題になってきているところですが、例えば、国におきまして、２０２２年に「カスタマーハラスメント

対策企業マニュアル」というものが策定されまして、企業に対してもカスタマーハラスメント対策に取り組むよ

う促しておられます。また最近では「法規制の検討」もされていると報じられているところです。 

こういった社会の情勢におきまして、残念ながら当社グループでも「カスタマーハラスメント」が確認されて

おります。 

そこで、ＪＲ西日本グループで働く従業員のみなさんの人権を守るという考えのもと、新たに「ＪＲ西日本グ

ループ カスタマーハラスメントに対する基本方針」をこの４月１日に制定いたしました。カスタマーハラスメン

トに関する教育はすでに始めているところで、ポスターを職場に貼る等、啓発も行っているところです。 

この方針では、お客様へのサービスの過程におきまして、行き過ぎたクレーム、不当な言いがかりなどの「カ

スタマーハラスメント」と判断される言動が認められた場合は、やむを得ず、商品・サービスの提供やお客様対

応を中止させていただき、従業員を守るための毅然とした対応を行うことなどを定めております。 

また、カスタマーハラスメントを受けた従業員の心身両面のケアに取り組むとともに、専門の弁護士に社員が

法律相談できる仕組みを整えました。 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このたび、基本方針を制定いたしましたが、当社グループとして、良質なサービスを提供し続ける努力をし 

ていくことには変わりがありません。 

お客様からいただくご意見は、商品・サービス、接客態度等の改善に資する貴重なものであり、今後ともお 

客様を想い、お客様のご期待にお応えするべく、ＪＲ西日本グループ一丸となってお客様に安心や、心地よさを

感じていただけるサービスを提供する努力を続けてまいります。 

従業員の人権・人格を守るこの取り組みへのご理解・ご協力を賜りますようお願い申し上げます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 


